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第１ 　審査の対象

　 書類

第２ 　審査の期間

　　　令和元年（2019年）８月１６日から令和元年（2019年）８月２１日まで

第３ 　審査の概要

　 を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

第４ 　審査の結果

 (1) 総合意見

　適正に作成されていたものと認められる。

（単位：％）

健全化判断比率 平成３０年度 平成２９年度 早期健全化基準

①実質赤字比率 ― ― 13.08 実質赤字比率なし

②連結実質赤字比率 ― ― 18.08 連結実質赤字比率なし

③実質公債費比率 2.0 3.0 25.0

④将来負担比率 ― 1.3 350.0 将来負担比率なし

 (2) 個別意見

①　実質赤字比率について

　　 平成３０年度の実質赤字比率は該当数値がなく、良好な状態にあると認められる。

②　連結実質赤字比率について

　　 平成３０年度の連結実質赤字比率は該当数値がなく、良好な状態にあると認められる。

③　実質公債費比率について

　全化基準の２５．０％と比較すると、これを下回っており良好な状態にあると認められる。

④　将来負担比率について

平成３０年度（２０１８年度）　大阪狭山市財政健全化審査意見

この財政健全化審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項

平成３０年度の実質公債費比率は前年度から１．０ポイント減の２．０％となっており、早期健

　　 平成３０年度の将来負担比率は該当数値がなく、良好な状態にあると認められる。

審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも

備　　　考

平成３０年度（２０１８年度）大阪狭山市健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した
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 実質赤字比率

　

（※） 実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額

・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額

・事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

　 本年度の実質赤字比率は、次表のとおりである。

（単位：千円・％）

A 一般会計

Ｃ　 計　（Ａ＋Ｂ）

Ｄ 標準財政規模

実質赤字比率　（Ｃ／Ｄ）

場合は、この指標の対象とならない。

マイナス３．９４％となっている。実質収支額が黒字である場合、実質赤字比率は負の値で表示され、この

466,291

11,820,931

△ 3.94

466,291
B 一般会
計等に属す
る特別会計

実質赤字比率は、一般会計等（一般会計及び土地取得特別会計をいう。以下同じ。）を対象とした実質

実質赤字比率 ＝

会　　計　　名　　等

赤字の標準財政規模に対する比率であり、次の算式により表される指標である。

本年度の本市の一般会計等の実質収支額は４億６，６２９万１千円の黒字であり、実質赤字比率は

一般会計等の実質赤字額（※）

標準財政規模

実質収支額等

土地取得特別会計 0
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連結実質赤字比率

　

不足額）の標準財政規模に対する比率であり、次の算式により表される指標である。

・イ＝一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

・ロ＝公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

・ハ＝一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

・ニ＝公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

　 本年度の連結実質赤字比率は、次表のとおりである。

A 一般会計 466,291

Ｃ　 小計　（Ａ＋Ｂ） 466,291

国民健康保険特別会計 295,064

介護保険特別会計 155,190

後期高齢者医療特別会計 39,836

水道事業会計 1,463,943

下水道事業会計 507,953

Ｆ　 合計　（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ） 2,928,277

Ｇ 標準財政規模 11,820,931

連結実質赤字比率　（Ｆ／Ｇ） △ 24.77

字比率は負の値で表示され、この場合は、この指標の対象とならない。

り、連結実質赤字比率はマイナス２４．７７％となっている。連結実質収支額が黒字である場合、連結実質赤

実質収支額/資金不足・剰余額等

（単位：千円・％）

Ｄ 一般会計等
以外の特別会
計のうち公営企
業に係る特別会
計以外の会計

会　　計　　名　　等

土地取得特別会計 0
B 一般会
計等に属す
る特別会計

本年度の本市の全会計を対象とした連結実質収支額（連結決算）は２９億２，８２７万７千円の黒字であ

連結実質赤字比率は、全会計（財産区特別会計を除く。以下同じ。）を対象とした実質赤字（又は資金の

連結実質赤字額（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）

標準財政規模
連結実質赤字比率 ＝

Ｅ 法適用企業
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実質公債費比率

　

のであるので、それが大きいほど財政運営がひっ迫していることを意味する。

  本年度の実質公債費比率は、次表のとおりである。

（単位：％）

（※１）

　 （※１）平成３０年度の実質公債費比率（単年度）

（単位：千円・％）

Ａ　元利償還金

Ｂ　準元利償還金

Ｃ　特定財源

Ｄ　元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

Ｅ＝（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

Ｆ　標準財政規模

Ｇ＝Ｆ－Ｄ

実質公債費比率　（Ｅ／Ｇ）

平成２９年度 2.15971 2.0

平成３０年度 1.26372

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率

（３ヵ年平均）

平成２８年度 2.85466

実質公債費比率

（単年度） 

1.26372

1,597,170

253,105

131,677

11,820,931

10,419,752

317,419

1,401,179

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する

比率であり、次の算式により表される指標である。なお、この比率の意味は一般財源に対する公債費、

公債費に準じた経費の割合（の３ヵ年平均）であり、基準財政需要額に算入される部分の効果を除いたも

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

実質公債費比率 ＝
（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 の３ヵ年平均
標準財政規模－
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将来負担比率

　

次の算式により表される指標である。

　 本年度の将来負担比率は、次表のとおりである。

Ａ　将来負担額（※１）

Ｂ　充当可能財源等（※２）

Ｃ＝Ａ－Ｂ

Ｄ　標準財政規模

Ｅ　元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

Ｆ＝Ｄ－Ｅ

将来負担比率　（Ｃ／Ｆ）

（※１）将来負担額（上表Ａの内訳）

地方債の 債務負担行為に 公営企業債等 組合負担等 退職手当 設立法人の負債額 連結実質 組合連結実質

現在高 基づく支出予定額 繰入見込額 見込額 負担見込額 等負担見込額 赤字額 赤字額負担見込額

17,296,806 0 2,701,886 2,260 2,949,944 0 0 0

（※２）充用可能財源等（上表Ｂの内訳）

充当可能 基準財政需要額

特定歳入 うち都市計画税 算入見込額

4,780,122 2,273,682 2,273,682 16,283,517

22,950,896

23,337,321

△ 386,425

11,820,931

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、

充当可能基金

将来負担額－

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－

（単位：千円）

（単位：千円・％）

（単位：千円）

将来負担比率 ＝
（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

1,401,179

10,419,752

△ 3.7
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大阪狭山市長  古 川  照 人  様 

 

 

大阪狭山市監査委員  北 井  末  

  同      松 井  康 祐 

 

 

平成３０年度（２０1８年度）大阪狭山市経営健全化 

審査意見の提出について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定に基づき、審査

に付された平成３０年度（２０1８年度）大阪狭山市における資金不足比率及びその算

定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、その結果について次のとおり

意見を提出する。 
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第１ 　審査の対象

 　資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

第２ 　審査の期間

　　　令和元年（2019年）８月１６日から令和元年（2019年）８月２１日まで

第３ 　審査の概要

　 記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

 (1) 総合意見

　  も適正に作成されていたものと認められる。

（単位：％）

資金不足比率 平成３０年度 平成２９年度 経営健全化基準 備　　　考

①水道事業会計 ― ― 20.0 資金不足比率なし

②下水道事業会計 ― ― 20.0 資金不足比率なし

 (2) 個別意見

　 該当数値がなく、良好な状態にあると認められる。

 (3) 是正改善を要する事項

　　　 特に指摘すべき事項はない。

流動比率は、７２．７％で、１００％を下回り、短期の債務返済能力が低い結果となっているが、

前年度の７１．８％と比較して若干改善している。引き続き資金余力の蓄積に努め、効率的かつ

　　 ②下水道事業会計について

　 健全な財政運営に取り組まれたい。

流動負債に対する流動資産の割合である流動比率は、４８７．８％で、１００％を上回っている。

第４ 　審査の結果

　　 ①水道事業会計について

実質的な資金の不足額を把握するため、流動負債に令和元年度に償還する企業債 の予定額を

　 算入して計算した場合でも３７５．１％となり、資金の不足は認められない。

平成３０年度（２０１８年度）　大阪狭山市経営健全化審査意見

平成３０年度（２０１８年度）大阪狭山市水道事業会計及び大阪狭山市下水道事業会計における

この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

平成３０年度の資金不足比率は、水道事業会計、下水道事業会計ともに資金の不足額がないため
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資金不足比率

　

法適用企業においては、次の算式により表される指標である。

　 本年度の資金不足比率は、次表のとおりである。

（単位：千円・％）

①水道事業会計 ②下水道事業会計

A 流動負債　（※１） 245,125 168,807

0 0

1,709,068 676,760

Ｄ 解消可能資金不足額 0 0

Ｅ 資金の不足額　（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ） （△は剰余額） △ 1,463,943 △ 507,953

Ｆ 営業収益の額 1,062,842 917,422

Ｇ 受託工事収益の額 0 0

Ｈ 事業の規模（Ｆ－Ｇ） 1,062,842 917,422

資金不足比率 （Ｅ／Ｈ） ― ―

（※１）控除企業債等を算入対象から除外した数値

Ｂ 建設改良費等以外の経費に充てた地方債の現在高

Ｃ 流動資産

資金不足比率は、公営企業の資金の不足額をその公営企業の事業の規模で除した数値であり、

（流動負債＋建設改良費等以外の経費に充てた地方債の現在高－

資金不足比率 ＝
流動資産）－解消可能資金不足額

営業収益の額－受託工事収益の額
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